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Ⅲ-1　背景と活動概要

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

青じそ加工研究会　パンフレット（2009.6）図5

青じそ加工研究会の連携体制図図6

［中核団体］
食料産業クラスター推進協議会

［豊橋市・JA豊橋・大学・企業等１４０社団体］
青じそ事務局

［役　　割］
農商工連携のコーディネイト・PR支援

青じそ栽培・一次加工
［役　　割］

・ヤマサちくわ㈱
・㈱さくらFOODS
・㈱神藤製麺
・水鳥製麺
・蕎麦匠まつや

・豊橋温室園芸農業協同組合
・大葉部会
・㈱TMLとよはし（ペースト加工）
・㈱平松食品（青じそ海苔加工）

・㈱寺部食品
・関谷醸造㈱
・ラトリエ・ドゥ・テ
・三遠マイスターズクラブ
・㈱菓子蔵関

［連携団体・商品部門］
［連携団体・素材部門］

［役　　割］
新商品の開発・加工・販売

名古屋文理大学短期大学部　芳本教授等、農商工専門大学教授
食農産業クラスター推進協議会会員企業・青じそ加工研究会会員

［商品評価］

成分分析指導、加工食品の審査、認定・商品ブラッシュアップ
［役　　割］

［販売先・取引先］
各種取引先／東海地域の生協・地元スーパー・各社直営店舗販売・ネット販売
アンテナショップ販売・イベント販売（ふるさと農林水産フェア等）
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食農連携促進技術対策事業

青じそ加工研究会の活動概要を、その運営方針、商品・サービスの開発、
販路開拓、プロモーション、及び公的支援活用の面からまとめる。

研究会の活動概要3

青じそ加工研究会の運営上の基本方針の
一つは、「一業種一社」の参加。これは、永続
的に地域ブランドを作り出す事業体を目指
す意味からも、同業者同士ではできない相
乗効果（情報や技術の交流、切磋琢磨し学

び、支えあう協力体制）を得ることを目的とし
ている。

また、今までに行なわれていない「青じその
加工」を基盤とするメンバー間の協力体制を
見出し創り出すために、メンバー企業それぞ
　

① 運営方針
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青じそ加工研究会における主要イベント表７

青じそ加工研究会認定マーク図７

② 商品・サービスの開発

れで異なる企業規模や経営目的、顧客や市
場、価値観などについての相互理解ができ
るような運営を進めている。具体的には、試
食調査やテストマーケティング、食品フェア等
への参加、メンバー企業や生産農家などの
現場視察等のきっかけ作り。及びこれらの
取組み前後では会議の徹底、など。

原材料の青じそは、豊橋温室園芸農業協同
組合･大葉部会が愛知県農業総合試験場と
約８年をかけて開発した新品種※を活用し、
残留農薬についても(財)日本食品分析セン
ターの検査で安全性を立証することで、安
心・安全を徹底。

各商品開発においては地産地消の観点を
重視して、原材料の青じそ以外もできる限り
地元産（商品の性質上地元で調達できない
場合は国産）の食材を使うことにこだわり、
不自然な食品添加物も極力避けるなど「安
全安心な逸品づくり」に徹している。

最大市場である東京と地元豊橋での試食ア
ンケート（表７）を行ない、消費者ニーズを反
映した顧客や価格の設定を注意深く進めて
きている。

具体的には、価格競争に巻き込まれない差
別化の必要性を認識したことから、地元原
材料の使用や添加物の安全性、素材を活か
したおいしさにこだわる女性をターゲットとし
て設定し、こだわりの分だけ割高になるもの
の継続して購入できる価格設定を検討し、ま
た容量(お一人さま需要の少量パック)や環
境に配慮した包装資材(簡易包装、リサイク
ル資材)などにも配慮している。

さらに青じそ加工研究会の開発商品には
「青じそ加工研究会認定マーク」（図7）を添
付することで、他の商品との差別化や青じそ
のブランド化・イメージ向上を図っている。

2007.10  400名への試食アンケート＠豊橋　（2008.1に続く）

2007.10 600名への試食アンケート＠東京

2008.1 400名への試食アンケート＠豊橋　（2007.10からの継続）

2008.6 青じそ商品発売記念イベント＠豊橋駅前
各商品開発メーカーが参加。消費者との対話を重視して商品開発の参考
とした。

2009.10 テストマーケティング＠東京
中小企業進行機構のテストショップ「Ｒｉｎ」にて試食販売

2009.2～3 研究会メンバー各社（農家及び加工メーカー）への視察訪問
企業同士の視察勉強会を３回に分けて実施。各企業の現場を見学する
ことにより、参加企業間の連携軸の強化、協力体制の構築につながった。

2009.9 名古屋への市場開拓・ＰＲ事業 ＠ 名古屋市星ヶ丘地区
都市部への販路開拓の取組として、名古屋市においてテストマーケティ
ング及びＰＲを実施。本物志向が強い名古屋の星ヶ丘地区にて青じそ
商品の実力をテスト。多くの来場者から高い評価を受ける。

2009.11 ふるさと農林水産フェアに出展・試食販売＠愛知県名古屋市
名古屋市にて開催された同フェアに参加。３日間で 4000 人に試食を出
し、青じそ商品をＰＲ。食品のプロからも高い評価を受ける。

食農連携促進技術対策事業

※愛経(あいけい)１号。香りが強く、また病気に強いため減農薬栽培が可能であることが特徴。
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食農連携促進技術対策事業

各社の既存販路を活用した販路開拓を進
める一方で※、青じそ加工研究会の活動や
商品群を併せてＰＲすることにより、新規取
引先の獲得につながるよう留意してきてい
る。この結果、地元スーパー等や生協への
新規販売が実現している。

今後は、さらに青じそ加工研究会の幅の広
い品揃えを一同に集めた売り場展開やアン
テナショップの展開、及びこだわりの高級
スーパー、あるいは本物志向の生活者会員
組織や飲食店への販路開拓も進めるべく、
それを目的としたビジネスフェアや展示会な
どへの参加を予定している。

 

地域ブランドとしての確立には地域外や都
心部での認知や評判が必要との判断に基
づいて、東京や名古屋での情報発信や販
売促進を行なってきている。またこれがメ
ディアで紹介されることで、地域内での認
知度向上にも役立っているのが現実である。

具体的には、表７に示すイベントなどの活
動をマスコミへニュースリリースを出しなが
ら実行することで、これらの効果をより積極
的に活用している。

③ 販路開拓

④ プロモーション（広告、販売促進、情報発信）

2009 年の名古屋星が丘テラスイベントで
は、飲食店とのコラボレーションにより２週
間にわたり青じそ米パスタを使ったメニュー
提供を実施し、今後の定番メニュー化を進
めている。また地元でも「蕎麦匠まつや」
で青じそ商品を盛り込んだ定食メニューを
開発するなど、商品販売と同時に、飲食メ
ニューを通じたプロモーションにも力を入れ
ている。

今後は、ＨＰによる情報発信も積極的に進
め、こだわりの顧客開拓及び取引先開拓へ
と展開する事を予定している。

 

本研究会は、メンバーの会費（年 10万円）
を基本として活動を進めているが、その他
にも地域資源活用新事業展開支援事業認
定（経済産業省：H19 年度）や㈱寺部食
品を中心とした農商工等連携事業認定（農
林水産省･経済産業省：H20 年度）を受
けるなど、公的支援の活用を積極的に進め
ている。

また、本研究会のコーディネーターは「食
農産業クラスター推進協議会活動のコー
ディネーター」としてこの活動の推進をして
おり、その意味ではこのクラスター推進協
議会を事業として推進している豊橋市、及
び協議会メンバーからの支援を受けている
形にもなっている。

⑤ 公的支援の活用

ここでは、特に農業者、加工業者、行政･大学、消費者との連携、そしてコーディネーターの活用の面から、同研究
会の活動を概観する。

連携する豊橋温室園芸農業協同組
合･大葉部会については、安全･安心
というこだわりを有して青じそを栽培
する農家が原料供給という役割を
担っている。

同部会には100軒以上の農家が所
属し、当初は青じそ加工研究会に対
する理解にも多少の温度差があった
が、組合役員会での活動説明や女
性部会での試食説明会、様々な青じ
そ加工研究会活動への参加要請な
どを粘り強く続け、現在の友好な連
携関係に至っている。

当初は青じそという素材供給の役
割だけを担っていた同農協の大葉
部会だが、上記の経緯を経て、今で
は青じそと研究会の開発商品は運
命共同体であるという意識も高ま
り、規格外青じその減農薬や耕種
的防除（栽培法や新品種－愛経１
号による病害虫対策）、残留農薬検
査、ＪＧＡＰの導入（一部）、低温輸
送や保冷庫新設の対応、等々、安
全安心で新鮮な青じその供給体制
が整えられてきている。

商品化に向けては香り、色、成分を安定させた加工
が重要であり、あらゆる商品に展開するためには粉
末・ペースト・エキスなどに加工する技術・ノウハウが
必要である。中でもペーストは汎用性が高いことか
ら、地元企業の㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはしを研究会メンバー
に迎え、連携している。

㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはしのソフトスチーム技術は早稲田大
学で開発されたものだが、本来根菜類に適した技術
であった。そのため青じそのような繊細な葉もの類の
ペースト加工化については試行錯誤の連続で困難
を極めた。この技術開発には、青じそ加工研究会の
食品メーカーだけでなく名古屋文理大学短期大学
の芳本教授や小山名誉教授らにも参加いただき、
試作途中のペーストについて、香り、風味、栄養成
分、鮮度保持、汎用性等の対する専門的なアドバイ
スや意見交換を行ないながら進められた。

青じその香り成分や栄養素を損なわないペーストづ
くりは、季節による青じその品質変化への対応も必
要であり、約２年の歳月を掛けて様々な条件下での
試作を数万回繰り返し、ようやく完成することができ
た。この結果、生葉独特のエグ味が除去された汎用
性が高い青じそペーストが安定して得られるように
なっている。また、青じその爽やかな風味と栄養素
（ビタミンＣを含む）、細胞組織を保持した長期保存
も可能となり、ベストシーズンの青じそを大量保存し
年間を通じて利用できることから、良質な食品の開
発ができる基盤となっている。

多様な連携とコーディネーター1

② 加工業者との連携① 農業者との連携

２.青じそ加工研究会における連携と実績

※研究会メンバーであるヤマサちくわ㈱、ラトリエ･ドゥ･テ、三遠マイスターズクラブ、蕎麦匠まつや、関谷醸造㈱はそれぞれが有する実店舗での販売を行なっている。
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Ⅲ

Ⅲ-1　背景と活動概要

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

食農連携促進技術対策事業

各社の既存販路を活用した販路開拓を進
める一方で※、青じそ加工研究会の活動や
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それを目的としたビジネスフェアや展示会な
どへの参加を予定している。

 

地域ブランドとしての確立には地域外や都
心部での認知や評判が必要との判断に基
づいて、東京や名古屋での情報発信や販
売促進を行なってきている。またこれがメ
ディアで紹介されることで、地域内での認
知度向上にも役立っているのが現実である。

具体的には、表７に示すイベントなどの活
動をマスコミへニュースリリースを出しなが
ら実行することで、これらの効果をより積極
的に活用している。

③ 販路開拓

④ プロモーション（広告、販売促進、情報発信）

2009 年の名古屋星が丘テラスイベントで
は、飲食店とのコラボレーションにより２週
間にわたり青じそ米パスタを使ったメニュー
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は青じそと研究会の開発商品は運
命共同体であるという意識も高ま
り、規格外青じその減農薬や耕種
的防除（栽培法や新品種－愛経１
号による病害虫対策）、残留農薬検
査、ＪＧＡＰの導入（一部）、低温輸
送や保冷庫新設の対応、等々、安
全安心で新鮮な青じその供給体制
が整えられてきている。

商品化に向けては香り、色、成分を安定させた加工
が重要であり、あらゆる商品に展開するためには粉
末・ペースト・エキスなどに加工する技術・ノウハウが
必要である。中でもペーストは汎用性が高いことか
ら、地元企業の㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはしを研究会メンバー
に迎え、連携している。

㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはしのソフトスチーム技術は早稲田大
学で開発されたものだが、本来根菜類に適した技術
であった。そのため青じそのような繊細な葉もの類の
ペースト加工化については試行錯誤の連続で困難
を極めた。この技術開発には、青じそ加工研究会の
食品メーカーだけでなく名古屋文理大学短期大学
の芳本教授や小山名誉教授らにも参加いただき、
試作途中のペーストについて、香り、風味、栄養成
分、鮮度保持、汎用性等の対する専門的なアドバイ
スや意見交換を行ないながら進められた。

青じその香り成分や栄養素を損なわないペーストづ
くりは、季節による青じその品質変化への対応も必
要であり、約２年の歳月を掛けて様々な条件下での
試作を数万回繰り返し、ようやく完成することができ
た。この結果、生葉独特のエグ味が除去された汎用
性が高い青じそペーストが安定して得られるように
なっている。また、青じその爽やかな風味と栄養素
（ビタミンＣを含む）、細胞組織を保持した長期保存
も可能となり、ベストシーズンの青じそを大量保存し
年間を通じて利用できることから、良質な食品の開
発ができる基盤となっている。

多様な連携とコーディネーター1

② 加工業者との連携① 農業者との連携

２.青じそ加工研究会における連携と実績
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Ⅲ

Ⅲ-2　青じそ加工研究会における連携と実績

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

食農連携促進技術対策事業

2009年12月現在で、参加メンバーは12社/
機関。既に青じそ寄せ豆腐や青じそ入りパン
等の様々な開発を23品目にわたり行なって
きており、研究会全体の関連商品売上も拡

大している。このように取組が拡大している
他、また参加者の消費者動向や流通、あるい
は原材料調達に対する意識の変化も見られ
ている。これらの実績は下記の通り。

青じそ加工研究会が所属する食農
産業クラスター推進協議会には、豊
橋地域の自治体に加え、大学等研究
機関、食農関連企業が所属しており、
加工だけでなく、販売、流通、その他
事業展開全般に関し、必要に応じて
青じそ加工研究会が活用できるバッ
クアップ体制が得られている。

本研究会では、コーディネーターが研究会
メンバーの間の仲介役となり、各社の企業
規模、経営目的、顧客、価値観を把握しな
がら、粘り強く相互理解を促し各社の潜在
能力を引き出している。この点は本研究会
の取組を飛躍的に推進できた理由の一つ
となっている。

本研究会の活動を通じて開発されて商品化
されているものには表８に示すものがある。

この中の寺部食品(株)の開発した「青じそ寄
せ豆腐」は、2009年６月からの地域の生協
（東海コープなど）への出荷した結果、６月、７
月と売上が拡大した。これは夏に向けた季節
性から当然とも言えるが、その後シーズン外

れと思われる秋口になっても大量の発注が
あるなど、確実な商品ポジションを確保しつ
つある。

その他の商品についても、いずれも品質や価
格などを試食会などで消費者の反応を見な
がら開発してくることにより、市場からの良い
反応を得てきている。

また研究会の活動方向についても、下記の
ように戦略的な段階をコーディネーターが
意識的に設定し、それを主導してきている。

コーディネータ－がこのようにその資質を十
分に発揮できた背景には、食農産業クラス
ター推進協議会という体制整備が進み、地
元豊橋地域において食農に対する共通理
解が広がってきたことも大きな後押しとなっ
ている。コーディネーターの資質による研究
会推進と食農全般についての環境整備と
が相乗効果を発揮した事例とも言えよう。

活動の実績2
⑤ コーディネーターの活用

売れる商品の開発

③ 行政、大学等との連携

研究会スタート初年度に、市場の中
心である東京と地元豊橋で試食アン
ケート調査（約1,000人）を対面方式
で実施して、徹底的に消費者ニーズ
を調査した。この１年に及ぶ対面方
式の試食アンケート調査により、男性
中心の連携体各社が「消費主導は女
性であること」を実感し、女性視点か
らの商品開発力が養成された。

上記アンケートからはまた、青じそに
対する「安全安心」への消費者の志
向が強かったことを実感し、青じそ農
家における減農薬栽培の重視に結び
ついている。

その他、表７に述べた各種イベントに
メンバー企業の積極的参加を促すこ
とで、消費地や消費者との連携を意
識的に強化してきている。

青じそ寄せ豆腐 寺部食品㈱

青じそ米パスタ ㈱神藤製麺

青じそ薫る梅酒 関谷醸造㈱

青じそ揚、うめしそ豆 ヤマサちくわ㈱

しそ丸ごと餃子

(純和鶏もみじ、田原ポーク) 

青じそクッキー、

青じそマシュマロ 

青じそベーコン、青じそラスクSHI SO

・SHI SO T、石窯青じそ食パン 

更科しそ蕎麦 水鳥製麺

青じそ海苔 ㈱平松食品

青じそうどん 蕎麦匠まつや

さくらFOODS㈱

ラトリエ･ドゥ･テ

三遠マイスターズクラブ

商品名 開発メーカー

青じそ加工研究会における開発商品表8

④ 消費地・消費者との連携 一年目
消費者との接点を持ち、それをメン

バー間の共通理解として醸成

二年目
メンバーそれぞれの商品コンセプト

の明確化

三年目
マーケティングの強化

■　

■　

■　
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Ⅲ-2　青じそ加工研究会における連携と実績
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等の様々な開発を23品目にわたり行なって
きており、研究会全体の関連商品売上も拡

大している。このように取組が拡大している
他、また参加者の消費者動向や流通、あるい
は原材料調達に対する意識の変化も見られ
ている。これらの実績は下記の通り。
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ている。コーディネーターの資質による研究
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3.青じそ加工研究会の活動に学ぶこと、考慮点

Ⅲ

Ⅲ-2　青じそ加工研究会における連携と実績

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

食農連携促進技術対策事業

「青じそ加工（による商品開発）」というテー
マ設定は、既に述べてきている青じその市場
ポジションの高さや健康に対して期待される
効果によって、一般的な認知を得やすいもの
となっている。従って、参加メンバー募集に当
たっても積極的な姿勢を引き出しやすく、ま
た公的支援などに向けた理解ばかりでなく、
地域内でも「何故この研究会を必要とする
か」の理解が得やすい背景となっている。こ
の意味では、こういった農産物を地元に有す
る豊橋地域だからこそ成功した研究会、と
言ってしまえばそれまでである。

また「加工」に主眼を置いていることを研究会
名称で平易に明示しており、これは従来の青
じそ流通（大半が市場を通じた共選共販）と
の競合を気にすることなく市場に顔を向けた
活動であることを広く認知させる背景となって
いる。これらのようなテーマ設定の活用が、本
研究会活動の成功要因となっている。

これらの現状から得られる、研究会活動の
テーマ設定に関する留意点は以下の通り。

しかし、このテーマ設定をより明確な特徴と
して打ち出す努力が積極的に取られてきて
いることにも注視したい。例えば、青じそ加工
研究会のパンフレットに「102億の恵み」と青
じその市場規模を謳うことで（図5）、消費者
側には「豊橋はかなりの規模を有する青じそ
市場のメジャープレイヤーである」とのイメー
ジを植え付けると共に、食品メーカーや生産
農家など地元の主要潜在プレイヤーにも
「（"つまもの"であった青じそだが）加工により
さらに拡大し得る市場規模の大きさを持つ」
ことへの理解を促すものとしている。これに加
えて、様々な発表や試食などの場において､
常に豊橋地域の青じそのポジショニングを
明示してきたことも、地域外だけでなく､地域
内にも新たな理解を植え付けている。

テーマ設定1

商品コンセプトの確立から企業力向上へ

規格外農産物の活用 地域産物の認知度向上

例えば上述した寺部食品㈱の場合も、 

元々国内産や地元産品の利用に意識を

持っていたこともあり、「青じそ寄せ豆腐」

においては大豆も愛知県産にこだわった

地産地消を実現している。

 「まるごとしそ餃子」を開発販売している

㈱さくらFOODSにおいても、研究会参加

を機に国内産食材へのこだわりを追求し

同社の商品全体で「国産素材100%」を謳

うようになっている（「まるごとしそ餃子」

では青じそは元より、キャベツも豊橋及び

田原産、豚肉は田原ポーク、そして小麦粉

も愛知産と北海道産に限定）。

●

●

参加しているメンバー各社は、研究会活動を
通じて、地産地消などの商品コンセプトの確
立を進めてきている。

青じそ加工研究会のメンバー各社は、豊橋
温室園芸農業協同組合･大葉部会の生産農
家が今までは廃棄していた規格外青じそを
活用している。

これは農家にとっては新たな収入につながる
だけでなく、廃棄の手間が収入へ、つまりコス
トが売上へと転換する大きなメリットもある。
また食料廃棄という社会的課題への貢献価
値も有している。

青じそ加工研究会の取組みは、最近一年だ
けでもテレビ、ラジオ、全国紙、農業新聞、工
業新聞などに10回程取り上げられるなど、
様々な形でメディアに扱われてきている。この
ような動きを通じて、開発商品だけでなく、青
じそそのものの安全性も基盤として日本一の
生産額を誇る「豊橋産青じそ」に対する地域
内外での認知度に向上につながっている。

このように、青じそ加工研究会は、メンバー同
士で相互の考え方や立場・役割を理解しな
がら自らの商品や事業のコンセプトなどの自
社経営を見直す機会になり、また農業、食品
加工業、食品製造業というような異業種連携
することによって、事業探索や大学との交流、
その他における中小企業単独での限界を乗
り越え、各社の個性を活かしながら共に成長
していく場を提供する形ともなっている。これ
が各社における企業理念の確立に、そして緊
張感のある自覚型経営による企業力アップ
へとつながってきている。

上記のようなイメージ向上や加工商品開発拡
大により青じその需要が更に高まれば、将来
的には豊橋地域がさらに高付加価値な青じ
その生産拠点になることも想定可能である。

そのテーマ設定の意味の明確化と具体

的イメージの付与

参加メンバーにとってだけでなく、地元、
開発商品の購入者、あるいは公的支援
提供者にとっての意味とイメージにも十
分配慮する

テーマの方向性を平易に示す名称設定

誰にとっても第一印象で誤解のない理解
ができること

●

●

Ⅲ
ここに紹介してきたように､青じそ加工研究会の活動は、参加メンバーのビジネス面から見ても、
また豊橋地域に与えた影響から見ても成功と言える。そこで、この経験を今後の食農連携促進に
活用するためにも、この活動から学ぶこと及び考慮点を、テーマ設定、メンバー構成、そして研究
会運営の三つの視点からレビューする。
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Ⅲ
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食農連携促進技術対策事業
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を機に国内産食材へのこだわりを追求し

同社の商品全体で「国産素材100%」を謳

うようになっている（「まるごとしそ餃子」

では青じそは元より、キャベツも豊橋及び

田原産、豚肉は田原ポーク、そして小麦粉
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けでもテレビ、ラジオ、全国紙、農業新聞、工
業新聞などに10回程取り上げられるなど、
様々な形でメディアに扱われてきている。この
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士で相互の考え方や立場・役割を理解しな
がら自らの商品や事業のコンセプトなどの自
社経営を見直す機会になり、また農業、食品
加工業、食品製造業というような異業種連携
することによって、事業探索や大学との交流、
その他における中小企業単独での限界を乗
り越え、各社の個性を活かしながら共に成長
していく場を提供する形ともなっている。これ
が各社における企業理念の確立に、そして緊
張感のある自覚型経営による企業力アップ
へとつながってきている。

上記のようなイメージ向上や加工商品開発拡
大により青じその需要が更に高まれば、将来
的には豊橋地域がさらに高付加価値な青じ
その生産拠点になることも想定可能である。

そのテーマ設定の意味の明確化と具体

的イメージの付与

参加メンバーにとってだけでなく、地元、
開発商品の購入者、あるいは公的支援
提供者にとっての意味とイメージにも十
分配慮する

テーマの方向性を平易に示す名称設定

誰にとっても第一印象で誤解のない理解
ができること
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ここに紹介してきたように､青じそ加工研究会の活動は、参加メンバーのビジネス面から見ても、
また豊橋地域に与えた影響から見ても成功と言える。そこで、この経験を今後の食農連携促進に
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Ⅲ

Ⅲ-3　青じそ加工研究会の活動に学ぶこと、考慮点

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

食農連携促進技術対策事業

青じそ加工研究会のメンバーは一業種一社
を基本としている。これは、それぞれのメー
カーが複数存在している中でのメンバー勧
誘や管理維持を難しくはするが、メンバー間
での情報公開により、自社事業を超えた広い
視野からの理解共有や相互研鑽の意味で
の大きな効果を得ている。また一業種一社を
原則としつつも、三遠マイスターズクラブ（こ
だわりパン職人によるベーカリーの集まり）
など、競合が発生してもコントロールする機
構がある場合は参加を認めるなど、本来の目
的を踏まえた柔軟な対応を取っている。

青じそをペースト加工して食品メーカーに提
供する「加工業者」としての㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはし
の存在は、現在のところはメンバー企業であ
る食品メーカーのほとんどがこのペーストを
利用した商品開発を進めている点から見て、
本研究会の中でもやや特別な存在となってい
る。同社の有するソフトスチーム技術は従来は
根菜類を主対象としていたため、青じその加
工についてはユーザーであるメンバー企業か
らのフィードバックを得ながらその技術開発を
行なってきている。青じそのように加工が難し
い農産物を核としている研究会として、このよ
うな試験段階からの開発を進められる加工
メーカーの存在は欠かせないものである。

なお、こういった生産者と加工業者、及び食品
メーカーとの間の発注やその価格及び量につ
いては、現在は研究会が管理するのを基本と
して、コーディネーターが行なっている。

メンバー募集に当たっては、当初はコーディ
ネータ－が説明会を開催したりしながら勧
誘を進め、積極性のある企業が参加してきて
いる。また、メンバーは随時入れ替わってい
る。例えば当初参加していた地元の大手製
菓メーカ－や和菓子メーカーなどは、全国展
開をしている事もあって商品開発のサイクル
が1ヶ月程度と大変短く、この点で研究会の
スピードと合わないことが判明して研究会か
らは脱退している。

青じそ（大葉）の生産者側である豊橋温室園
芸農業協同組合の参加も、研究会スタート
時には得られなかった（但し大葉の供給は当
初からあり）。これは、全国トップの市場規模

で流通している現状からは仕方ない事では
あったが、青じそへの農薬使用等に対する消
費者の不安を伝えるなどのアプローチをコー
ディネーターなどが中心となって研究会発足
から2年近くの時間を掛けて行なってきた結
果、2009年に参加を得て、地産地消の食農
ビジネスとしての基盤確立につながった。

メンバー構成2

青じそ加工研究会の運営はコーディネー
ターがその推進役となり、特に初期段階で
はメンバー間の理解の共有や活動内容の
理解促進などを主導的に行なってきてい
る。これは、「加工利用がされてこなかった
青じそという農産物を使った商品開発」で
あり且つ「連携や商品開発に慣れない小企
業メンバー」という本研究会の状況にはマッ
チした運営形態であることが示されている。

「イベントなどの共同活動の度に事前打ち
合わせと反省会を行ない各社がコメントを
発表する」、「イベントの現場にも必ずメン
バーが参画する」、「コーディネーターが主
導する場合もその考えややり方をメンバー

にきっちりと伝える」といった点に常に配慮
して運営が行なわれてきている。このような
運営により、今後各企業が独自で商品開発
に携わっていく場合にも、その基本となる周
辺状況の知識だけでなくその周辺状況の
見方や考え方についても理解が共有されて
来ていると思われる。つまり、特に意識改
革・理解の向上という目的に向けた研究会
運営の側面については、「次の一歩につな
がる研究会」としての役割を既にかなり果た
してきていると言える。

研究会運営3

これらの現状から得られる、研究会のメンバー構成に関する留意点は以下の通り。

メンバー間の競合が起こらないような配慮
一業種一社、複数社の場合はコンソーシアム的な形態での参加、など
メンバー参加・脱退などの融通性
参加してみて合わないこともある、という前提に立つ
主要メンバー確定までには時間が必要
主旨や背景状況の明確化、コーディネーターの活動が必要
農産物を食材として利用できるようにする加工企業の価値
粉末・ペースト・エキスの利用価値の違い、農産物による違い、等の考慮が必要

●

●

●

●
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Ⅲ-3　青じそ加工研究会の活動に学ぶこと、考慮点

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～

食農連携促進技術対策事業

青じそ加工研究会のメンバーは一業種一社
を基本としている。これは、それぞれのメー
カーが複数存在している中でのメンバー勧
誘や管理維持を難しくはするが、メンバー間
での情報公開により、自社事業を超えた広い
視野からの理解共有や相互研鑽の意味で
の大きな効果を得ている。また一業種一社を
原則としつつも、三遠マイスターズクラブ（こ
だわりパン職人によるベーカリーの集まり）
など、競合が発生してもコントロールする機
構がある場合は参加を認めるなど、本来の目
的を踏まえた柔軟な対応を取っている。

青じそをペースト加工して食品メーカーに提
供する「加工業者」としての㈱Ｔ.Ｍ.Ｌとよはし
の存在は、現在のところはメンバー企業であ
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本研究会の中でもやや特別な存在となってい
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うな試験段階からの開発を進められる加工
メーカーの存在は欠かせないものである。
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いては、現在は研究会が管理するのを基本と
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辺状況の知識だけでなくその周辺状況の
見方や考え方についても理解が共有されて
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Ⅲ

Ⅲ-3　青じそ加工研究会の活動に学ぶこと、考慮点

成功事例に学ぶ ～ 青じそ加工研究会 ～
食農連携促進技術対策事業

事業としての調達や流通支援という側面で
の研究会運営について見ると、現在はまだ
「研究」であるとの理解から、青じそ（大葉）の
調達やペースト化の発注については研究会
全体で行なう形を取り、必要量や調達単位、
あるいはペースト化の加工可能量などの調
整を､研究会コーディネーターが行なってい
る。青じそについては現在は常に一定価格で
購入をしている。またペースト加工について
は、本研究会の場で青じそ加工技術の開発
を共同で行なってきたとの経緯を踏まえて、
現在のところ本研究会メンバーのみが独占
的に調達できる形を取っている。

また、多様なメンバーの事業化に向けては、加
工手法もペーストだけでなく粉末化やエキス
化なども必要となってくる事が十分想定され
る。また用いる農産物によってはその調達先の

流通については、既に研究会としてチャネル
開拓を推進してきている中､現在のところは
それを踏まえた上でそれぞれが独自の判断
での販売を進めており、今後の本格的事業
化に向けた移行において特に大きな問題は
ないと思われる。

しかし、今後メンバーである食品メーカー各
社の事業拡大に応じて調達量が増加して
いった場合には、各社のコスト構造の違いな
どからも、現在の調達形態だけでは成り立た
ず、各社毎の価格や量の交渉が必要となって
いくのは必須である。その意味から、今後はこ
の本格的な事業段階に向けた移行をどのよう
に行なうか、研究会活動と事業段階とをどの
ように切り分けていくか、などの検討が重要と
なっていくのは確かである。豊橋地域の場合
は、事業段階での支援の仕組みとしての食農
産業クラスター推進協議会が機能しており、
この点も十分活用したい。

これらの現状と経験から得られている、研究
会運営に関する留意点は以下の通り。

コーディネーターの選定
常に推進役になるべき、ということではな
いが、研究会の対象テーマやメンバー構
成に応じた選任が重要
メンバー間の理解の共有、コーディネー
タ－活動の意味の説明の重要性
参加メンバーの特性を判断しながら、適
切な手間と時間を掛けることが必要
事業化に向けた必要リソースの充実
研究会から本格的事業化につなげていく
基盤として、調達や中間産品（加工素材）､
或いは流通チャネルなど多様化への対応
を必要に応じて検討すべき
研究会活動から事業段階への移行の判断
関係主体間の交渉などにおいて、コーディ
ネーターからメンバー各社､及びその支援
機関にタイミング良く適切な権限委譲を
考慮すべき

●

●

●

●

多様化が不可欠の場合も考えられる。研究
会運営において、こういった多様化への働き
かけや、あるいは複数の調達先調整への対
応の充実なども求められていくことが想定さ
れる。

食農連携促進技術対策事業
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2.今後の方向性１.主要関係者の語る現状課題Ⅳ Ⅳ

豊橋地域は、その農生産総額においても、キャベツやトマトなどの個別品種の全国シェアにおいても、全
国トップクラスにある。またつまもののように非常に特徴的な生産物も有しており、野菜や花卉の施設園
芸など「米以外」の農業依存度が高い、など、個性ある農業を有している。産業界側においても、温室施
設やゼリー、乾燥野菜など全国シェアトップの企業も数多く揃っている。食農に関わる活動も2001年か
ら拡大発展してきており、全国でも先進的な事例となっている。

にも関わらず、現在、これらの情報を統合し戦略的な方向性を持って「豊橋ブランド」としての発信はなさ
れていない。個別の製品や作物の名称は使われていても、これらの特徴を統合し、「豊橋地域」の視点か
ら整理した発信としていくことが必要とされている。

豊橋という土地自体が、｢観光地｣としての位置づけを持たずに来たこともあり、正確に認知されていない
事も多い。しかし東三河には歴史的な観光資源も少なくない。また既に「Virtual State 穂の国」サイト
（愛知県東三河広域観光協議会）や、「東三河 ほの国公式ページ」（東三河広域協議会）、あるいは豊橋
市が地域情報化モデル事業交付金により豊橋および東三河地域（穂の国）の食と農に関する情報発信
と地産地消推進を目的として製作した「HomeComing！～穂の国を食べよう！」のWebサイトなどに見ら
れるように、「東三河＝穂の国」としてのPRはかなり多様に行なわれている。豊橋技術科学大学と愛知大
学、地域自治体の連携により、地域興し活動として新城市七郷一色で行なわれている「三河コンベクショ
ンアカデミー活動」も同じく三河という地域を対象に行なわれている。

図２に示した豊橋渥美ＩＴ農業推進ビジョンの推進方向にも示されているように、特に｢食」の要素が
入ってくると消費者に対する訴求力とその為のコミュニケーション力が求められる。今後はこの点に対応
し、豊橋地域の有する食農の大きな力を明確に示すブランド化が望まれる。冬キャベツが大都市圏の
スーパーで、「産地：愛知」と書かれている現状を「産地：豊橋」として豊橋産の付加価値を啓蒙し価格に
つなげ、さらに購買意欲につなげる、などの効果を追求したい。

Ⅳ

1

2

3

4

「豊橋」のブランド化1

豊橋地域における食農連携促進に向けて対応すべき課題と考慮点としては、主要関係者※へのヒ
アリングなどから下記の諸点が指摘されている。

●背景資源も活動実績も十分あるにもかかわらず、適切な情報発信が不充分
●世間での｢豊橋」の認知度が低い。「ほの国学」など観光も含めた地域資源を認識活用すべき
●横並び意識と危機感の少ない地域特性もあり、新規活動に向けた共通意識基盤を持ちにくい
●今後の食農連携促進には、農産物を食品素材とする加工の機能（加工技術やサービス）や､農
　から食のプロセスを合理化する機能（機器やシステムの開発能力）を強化すべきである

●農業生産には優れた篤農家でも、市場に向けた情報発信力を持たない農業者が多い
●国の政策保護の少ない農業経営をしてきた先進性を活かす方向で食農連携を推進したい
●先進的施設園芸などの特徴をもっと戦略的に活用した「勝ち残りの農業」を目指すべき
●農業の産業価値評価も必要だが、農業が環境や生活文化に与える多面的価値も重視すべき
●共選共販対象の作物と単独農業者の生産作物との双方を盛り立てる方向性が望ましい
●農業者の収入向上が図られねばならない

豊橋地域の食農連携促進全体に関して

農業サイドに関して

●農業者、企業、あるいは研究機関や支援機関（コーディネーター）などの関係者間で、豊橋地域
　の現状や今後の方向性、周辺動向、などについての共通理解がまだ不十分である
●食農連携促進の側面支援としての工学技術については豊橋技術科学大学に大いに期待でき
　るが、連携促進の主導的役割や支援プラットフォームとなることを期待するのは難しい
●ＪＡには農業の次世代モデルづくりや個別農家の食農連携支援も将来的に期待する
●連携テーマも連携コーディネーターも、状況によって適切さや役割が異なるのが当然。状況に
　応じて再検討も当然、との前提に立つべきである
●民間でも公的機関でもなく柔軟なコーディネートを進めるサイエンス・クリエイトの存在は重要

これらの課題認識は、農業者側、企業側、支援機関や大学、などの間で大きな差異はなく、豊橋地
域食農連携の共通課題として理解しておきたい。

食農連携促進の仕組みとその運営について

前節に述べた課題認識を踏まえて、豊橋地域における食農連携促進のために今後追求すべき方
向性として以下の４つを抽出した。

以下に、これらの方向を抽出してきた背景と、今後の食農連携をこれらの方向に「動かしていく」
ために必要な技術や能力を概観する。

「豊橋」のブランド化
関係者間での理解共有
支援プラットフォームのさらなる整備
農と食をつなぐ「加工」機能の強化

このような中で「豊橋地域だけを広報するのか、穂の国東三河としての広報に位置づけるのか」、「どのよ
うなブランドが豊橋地域には適切なのか」、「個別商品の知名度、あるいは青じそ加工研究会のようなブ
ランドを有する商品グループとの関係はどのように位置づけるべきか」、等々、今後、前節に挙げた課題や
考慮点を十分踏まえた検討を進めたい。

現状課題と今後の方向性

※豊橋市、東三河地域研究センター、JA豊橋、JAあいち経済連営農支援センター、農資材メーカー、種苗メーカー、農業施設メーカー、豊橋技術科学大学、
　食農産業クラスター推進協議会コーディネーター、豊橋温室園芸農業協同組合、サイエンス・クリエイト、などの協力を得て実施
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ランドを有する商品グループとの関係はどのように位置づけるべきか」、等々、今後、前節に挙げた課題や
考慮点を十分踏まえた検討を進めたい。

現状課題と今後の方向性

※豊橋市、東三河地域研究センター、JA豊橋、JAあいち経済連営農支援センター、農資材メーカー、種苗メーカー、農業施設メーカー、豊橋技術科学大学、
　食農産業クラスター推進協議会コーディネーター、豊橋温室園芸農業協同組合、サイエンス・クリエイト、などの協力を得て実施
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食農連携促進技術対策事業

Ⅳ 現状課題と今後の方向性

食農連携活動実績を通じて既にこのような検討に必要な情報がかなり地域内に集積している現在、今
後の「豊橋」のブランド化検討に向けては、まずはブランド自体の作り込みに関しては

といった活動のためのノウハウや技術が必要となる。例えば、青じそ加工研究会での過去2年間の活動は
この３段階を全て実践してきた成功事例とも言える。こういった地域内の先行事例や国内他地域事例を
参考として、ブランド価値に繋がる認証等の規定づくりや安全・安心のための品質管理なども含めて、こう
いったブランド化のためのノウハウを確立させていくことが必要である。

またさらに、豊橋ブランドが確定した後には、個別案件における豊橋ブランドの積極的活用などの支援能
力と共に、豊橋ブランド全体の｢ブランド管理｣能力も確立したい。

関係者間での理解共有2

●戦略的なブランドを構築する

●地域内関係者から意見を引き出し合意形成を図る仕組みをつくる

●地域ブランドを多様なメディアを活用して発信する

豊橋地域では、強い横並び意識（結果として新しいことを余り歓迎しない）や温暖で安定した気候を背
景とした将来に向けた危機感の低さが障壁となって、食農連携といった新しい動きに対しての積極的な
共通意識をもちにくいことが課題として繰り返し指摘されている。また、連携活動を実践している中にお
いても、関係主体間の相互理解や地域の動向、戦略的方向性などの理解が十分共有されない点が課
題とされている。

また新商品開発や新技術開発のテーマ毎に実施されている各事業（表４）においても、事業運営の会議
とは別に講師を招いたワークショップなどの形をとることで、さらなる理解共有を図れるものと思われる。
先行している青じそ加工研究会では、展示会来場者への試食＆アンケートを実施するなど、外部からの
声を導入する工夫をしている。こういった外部の意見を取り込んでくることにより、活動内部の関係者の
間での理解共有が深めるようなやり方も工夫の余地が多 あ々りそうである。

食農連携促進についての支援プラットフォームとしては、現状は食農産業クラスター推進協議会がその中
核となっている。この支援プラットフォームは、「食農連携を活用して××を進めたい」との思いを持った主
体と、これを技術や製品化、販売チャネルや市場ノウハウなどで連携し得る大学や企業との出会いの場で
あり、交渉の場である。ここにはコーディネーターが必ず参画し、この出会いや交渉が関係者間全てのメ
リットになる道を探りながら支援を行なっている。

こういった連携の支援プラットフォーム整備を、コーディネーターの役割から整理してみる。

連携推進を役割とするコーディネーターには、下記のような機能が必要とされることが今までの事例など
から見出されている。

上記①については連携の可能性が見込まれる主体同士の出会いの場をつくることであり、既に
フォーラム開催などでその基盤は提供されている。

②についてもまた、フォーラムの講演会やパネルディスカッション、あるいは表４に食農教育事業とし
て挙げた活動などで多様な情報が提供されており、これを共有する状態にするには、前ページ2に
述べたような双方向性をもたせた場の設営をプラットフォームで行なっていくことを検討したい。ま
た、個別のテーマで既に動き始めている場合には、連携可能性を考慮しながらコーディネーターが
「お見合い」を設定したり金融機関や支援機関への紹介を行なったり、という形で機能を提供して
いくことになる。この場合は、できるだけ最新の企業情報や金融機関の情報をコーディネーターが
入手できるような体制を準備しておくことで、現在よりさらにコーディネーター能力の向上が図れる
こととなる。

上記の③や④、⑤は支援プラットフォームにおけるコーディネーターが、今後さらに高いレベルでの
提供をしていくことが望まれる項目である。③にあるような関係企業の個別状況を理解することは、
特定の業界に限っても情報把握能力と業界理解が同時に必要とされるものであり、農業と工業、
食品加工業、大学、といった全くタイプの異なる関係者全ての個別状況を理解していくためには、
コーディネーターもさらなる研鑽が必要となろう。④はこれを関係者間で共有できるようにすること
になり、このためには適切な表現伝達のノウハウが重要となっていく。

理解共有を図るためには情報発信が基本であり、食農産業クラスター推進協議会の活動の中でも、「発
信事業」としてバイオマス資源活用支援協働化システム事業や次世代農業地域リーダー育成講座、その
他総会やフォーラム、協議会自体のＨＰ等々の形をとってきている。その他IT農業研究会における多様
な情報発信のセミナー（表１）や食農産業クラスター推進協議会の各種食農教育事業（表４）、さらには
豊橋田原広域農業推進会議主催の豊橋田原食農教育推進フォーラムや食育体験講座においても食
農連携の関連情報が発信されている。既にこのように発信は多様になされているにも関わらず、理解共
有が不充分との認識があるのである。

さらなる理解共有を図るためには、今まで多様に幅広く発信されてきた情報を、特定の方向にまとめ直し
てみる共通の場、それも一方的な発信を受け取る場ではなく「双方向の意見交換が本格的に行なわれ
る場」として設定されることが望ましいと思われる。

上述のように「豊橋」のブランド化が今後の方向性として見えてきている現在、これをテーマとした一連
のワークショップ開催などが、地域全体での理解共有基盤をつくっていく上での一つの方法であろう。

支援プラットフォームのさらなる整備3

① 出会いをつくる
② 対象テーマの周辺状況理解を高め、共有する
③ 関係者個々の状況を理解する　
④ 関係者間の相互理解を高める
⑤ 関係者間でのアイデア醸成を促進する

⑤のアイデア醸成の促進は、或る意味でコーディネーターの最もダイナミックな動きが求められると
ころであり、一般に言う「ファシリテーション能力」が必要とされてくる。真っ正面からの意見交換に
慣れない日本文化の中で、且つ異なる業界からの関係者が顔を合わせている状況において他者間
のアイデア醸成を支援する際に重要なのは、コーディネーターが「叩き台（試案）」を提示していくこ
とである。叩き台を示すことで関係者間の意見をより率直な形で引き出すことを適宜繰り返すこと
で、アイデアが醸成される環境を提供するのである。

Ⅳ-2　今後の方向性

●

●

●

●
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食農連携促進技術対策事業

Ⅳ 現状課題と今後の方向性
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⑤のアイデア醸成の促進は、或る意味でコーディネーターの最もダイナミックな動きが求められると
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こういったファシリテーション能力の向上には、バランスの取れた視野の拡大や、自分一人ではなく専門性
をお互いに生かすコーディネーターの相互協力姿勢などが重要となっていく。豊橋地域の食農連携促進の
ための技術向上のために、そして支援プラットフォームの能力向上のためには、こういった方向でのコーディ
ネーターの意識向上や研修が、さらにはその確保と配置への柔軟且つ積極的な戦略が重要である。

加工や合理化など「農と食をつなぐ機能」の拡大・強化4

豊橋地域における経験から、農と食の間で「農産物を食品素材に加工する」、あるいは「農産物を食の市
場へとつなぐ活動を合理化する」といった、つなぐ機能の重要性が見えてきている。
例えば青じそ加工研究会においては、㈱T.M.L.とよはしが、風味や栄養分を損なわないペースト化技術
にを用いた加工により、これを行なっている。あるいは、豊橋と同様の大葉生産地である田原地域では、
今まで内職で行なっていた大葉の選別作業を機械化することで3日の工程を８時間に短縮した上、流通
ニーズに応じたパッケージの枚数調整などが容易に行なえるようにしている。2010年からの活動が予定
されている植物工場システムについても、単なる生産機能だけでなく、「農産物を食の場につなぐシステ
ム」としての役割も意識されている。

農産物を食品素材とする加工や農産物を食の市場へとつなぐ活動の合理化は、食農連携を具体的な産
業として立ち上げるために不可欠である。農から食へのプロセスに存在する「すき間」をつなげ、プロセス全
体が動くようにすることを、今の豊橋地域は必要としている。今までは農業生産と食品製造においては別々
の機器メーカーが活動してきているが、この双方にまたがる食農機器メーカーやサービス業者を育成する
方向とも言える。こういった機能の拡大・強化のための体制を地域内に獲得することが望まれる。

加工の例で言えば、今後は地元企業の有するノウハウ、大学や研究機関における技術や研究能力を活
用しながら、栄養面、保存面、利用性の高さ、なども考慮した試験や試作機能を強化し、「食品素材への
加工」ができる体制強化が望ましい。合理化などの機能についても同様に、地域内外の能力を活用した
試用や評価体制が重要となる。

このような加工や合理化などの機能を技術や事業として確立するまでには、農業生産者、食品メーカー、
そして機械メーカーや研究機関との間で、分析、試験、試用などにおける密接な連携が求められる。上述
した青じそ加工に用いたペースト化技術については､大葉以外への適用やペースト化以外の粉末化や
エキス化などへの展開もあり得るし、大葉選別の機械化についても､洗浄やラッピングばかりでなく、生
産現場やあるいは加工のための下処理など､食農プロセスの上流・下流への展開の可能性も検討すべ
きであろう。

豊橋地域としては、このような「農と食をつなぐ機能」の拡大・強化に向け、関係者の状況把握や意見交
換、さらには公的資金の受け入れや活動実施機関の設置などの検討を進めていきたい。　　

Ⅳ-2　今後の方向性
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こういったファシリテーション能力の向上には、バランスの取れた視野の拡大や、自分一人ではなく専門性
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ための技術向上のために、そして支援プラットフォームの能力向上のためには、こういった方向でのコーディ
ネーターの意識向上や研修が、さらにはその確保と配置への柔軟且つ積極的な戦略が重要である。

加工や合理化など「農と食をつなぐ機能」の拡大・強化4

豊橋地域における経験から、農と食の間で「農産物を食品素材に加工する」、あるいは「農産物を食の市
場へとつなぐ活動を合理化する」といった、つなぐ機能の重要性が見えてきている。
例えば青じそ加工研究会においては、㈱T.M.L.とよはしが、風味や栄養分を損なわないペースト化技術
にを用いた加工により、これを行なっている。あるいは、豊橋と同様の大葉生産地である田原地域では、
今まで内職で行なっていた大葉の選別作業を機械化することで3日の工程を８時間に短縮した上、流通
ニーズに応じたパッケージの枚数調整などが容易に行なえるようにしている。2010年からの活動が予定
されている植物工場システムについても、単なる生産機能だけでなく、「農産物を食の場につなぐシステ
ム」としての役割も意識されている。

農産物を食品素材とする加工や農産物を食の市場へとつなぐ活動の合理化は、食農連携を具体的な産
業として立ち上げるために不可欠である。農から食へのプロセスに存在する「すき間」をつなげ、プロセス全
体が動くようにすることを、今の豊橋地域は必要としている。今までは農業生産と食品製造においては別々
の機器メーカーが活動してきているが、この双方にまたがる食農機器メーカーやサービス業者を育成する
方向とも言える。こういった機能の拡大・強化のための体制を地域内に獲得することが望まれる。

加工の例で言えば、今後は地元企業の有するノウハウ、大学や研究機関における技術や研究能力を活
用しながら、栄養面、保存面、利用性の高さ、なども考慮した試験や試作機能を強化し、「食品素材への
加工」ができる体制強化が望ましい。合理化などの機能についても同様に、地域内外の能力を活用した
試用や評価体制が重要となる。

このような加工や合理化などの機能を技術や事業として確立するまでには、農業生産者、食品メーカー、
そして機械メーカーや研究機関との間で、分析、試験、試用などにおける密接な連携が求められる。上述
した青じそ加工に用いたペースト化技術については､大葉以外への適用やペースト化以外の粉末化や
エキス化などへの展開もあり得るし、大葉選別の機械化についても､洗浄やラッピングばかりでなく、生
産現場やあるいは加工のための下処理など､食農プロセスの上流・下流への展開の可能性も検討すべ
きであろう。

豊橋地域としては、このような「農と食をつなぐ機能」の拡大・強化に向け、関係者の状況把握や意見交
換、さらには公的資金の受け入れや活動実施機関の設置などの検討を進めていきたい。　　

Ⅳ-2　今後の方向性

食農連携促進技術対策事業

　

「パターン別のコンタクト先」

困った時、そして次の一歩を
踏み出したい時に
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　食農連携に自ら関与し動かしていく中では、農業と食品産業それぞれの特徴や課題、必要とする技
術の特徴や開発者の思い、支援する省庁や自治体の思惑、そして消費者や地域社会の考え、等々、従
来の事業活動では求められなかったものを「知る」必要性に迫られる事も多い。

　そのような「あぁ困った、わからない」という時に、そして「これがわかればもう一歩踏み出せる！」という
時に力を発揮するのが、豊橋地域の食農連携の蓄積と関連主体の層の厚さである。そこで、この豊橋地
域の強みを積極的に活用するために、困った時あるいは次の一歩のためにコンタクトをしたり、あるいは
その活動から学びたいといった対象となる組織や企業を例として一覧する（表９－１～表９－３）。

　この一覧においては、これらの組織や企業を、「検討している事業イメージ」と「特に困っている点／検
討したい点」とのパターン別に図８のように分類し、できるだけ的を絞った検討を進められるように配慮
している。

　但し、ここに示す組織･企業名は参考情報として使われるべきものである。すなわち、豊橋地域において
活動する組織・企業のなかでも、表５に記載した既に食農連携に何らかの関わりを持ってきているものを
対象としており、全国はもとより地元でも活躍する主体は他に多く存在する。また、あくまでも「コンタクトや
検討してみる価値あり」との想定に基づく参考としての一覧であり、実際にコンタクトに対応可能性や有
用な検討結果が得られるかどうか、についての保証はしていない。具体的案件については、以下の表９－
１～表９－３や、前述した表５、さらにはその他の公開情報も組み合わせたイメージづくりや、さらには食
農産業クラスター推進協議会（事務局：㈱サイエンス・クリエイト／Tel:0532-44-1111）への問い合わせ
も積極的に活用して進めたい。 

「困ったとき／次の一歩のための パターン別コンタクト先一覧」の分類イメージ図８

パターン別コンタクト先　＜事業プロセスから見た分類＞表９－１

清田産業 （原材料提供と製品開発支援）
ゼロワン （店舗、飲食店）
トーアス （缶詰､飲料の提案OEM）

イチビキ （大豆発酵･加工食品）
伊藤ハム （食肉加工、惣菜）
井村屋製菓ｼｰｽﾞﾆﾝｸﾞ （調味料）
カネセイ食品 （惣菜、鶉卵）
喜久水酒造、関谷醸造 （酒類）
國松本店 （浜納豆）
コーミ （調味食品）
光陽 （ゼリー食品）
さくらFOODS （餃子）
サンショク （惣菜）
神藤製麺 （麵）
杉本屋製菓 （ゼリー食品）
永井海苔 （海苔）
中央製乳 （乳製品）
寺部食品 （豆腐）
天狗缶詰 （缶詰）
東海漬物  （漬物）
藤吉郎 （弁当）
富貴堂、丸八製菓 （和菓子）
平松食品 （佃煮）
本郷商店 （香料､菓子材料）
ヤマサちくわ （水産練り製品）
壷屋弁当部 （弁当）
香月堂 （洋菓子）
東豊製菓 （スナック菓子）
 カゴメ （ケチャップ、調味料）

小倉屋 （包装）
北海屋 （健康食品）
ヤマサン （大豆関連商品）
和広産業 （肉類卸）

原鉄 （食品残渣処理）

豊橋技科大 （技術）
愛知大 （社会人文）
豊橋創造大 （起業）
青じそ加工研究会 （連携）
穂の国ブランド研究会 （地域）

井村屋製菓シーズニング （粉末化）
三共食品 （乾燥加工）
T.M.L.とよはし （ソフトスチームペースト）
やまと興業 （微細粉末化）

渥美フーズ （食品スーパー）
サンヨネ （食品スーパー）
シバタ （スーパー）
ヤマナカ （総合小売）
ニューライフフジ （スーパー）
イオン、サティ、
マイカル、ユニー （大規模小売）
豊橋トーエー  （食品卸）
杉八 （酒類卸）
ふる里 （地元産物販売）
ジョイフル  （ファミレス）
甲羅  （外食チェーン）
物語ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ （外食チェーン）
大むらや （和食外食中食）
ボンファン （仏料理）
大三ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ （包装）
ベルグリーンワイズ  （包装）

都デザイン （地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進）
豊橋合同印刷 （印刷、メディア化）

環境テクシス、濱田製作所、ハマネツ、
豊橋一栄産業、ヤマキ、
山本エコロジーサービス、
成和環境、トーヨーメタル （リサイクル）

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾌｰﾄﾞﾃｯｸ （異物検知）

経済連営農支援ｾﾝﾀｰ
県農業総合試験場
関連農協※
品種毎の専作農家
トヨハシ種苗 （育苗）
フジヤマ （農地）
ベルディ （培養苗）

経済連営農支援ｾﾝﾀｰ
県農業総合試験場
関連農協※
アグリクリエイティブ (資材）
イシグロ農材 （農薬､資材・設備）
エスアイ精工 （機器）
大岩  （温室用歯車）
川合肥料 （肥料）
日本オペレータ （温室）
大栄 （鶉の育成/
 卵加工の機器）
大仙 （資材、温室）
竹沢産業  （暖房機器）
タックジャパン (畜産機器）
東洋ライト （栽培用光源）
トヨハシ種苗 （種苗､資材）
豊橋飼料 （飼料）
豊橋有機農業の会 （有機農業）
三河ミクロン （育苗土）
安田商店 （肥料）

関連農協※
千代田電子工業   （糖度計測）

関連農協※
池田物産 （青果卸）
大一青果 （青果市場）
エキスパートジャパン （鶉卵）
かぶちゃん農園  （産直販売）
こっこハウス （鶏卵）
C&R （農産物販売
 システム）
タクト （園芸品商社）

食品関連 共　通 農業関連

企画・開発

生　産

品質管理

販　売

広　報

環　　境
リサイクル

事
業
プ
ロ
セ
ス

～ パターン別のコンタクト先 ～

困った時、そして次の一歩を踏み出したい時に
　～ パターン別のコンタクト先 ～

特
に
困
っ
て
い
る
／
検
討
し
た
い
点
か
ら
の
分
類

事
業
プ
ロ
セ
ス

経
営
活
動

経営全般
財務・資金
技術
人材

その他経営資源
 
 
 

企画・開発
生産
品質管理
販売
広報

環境・リサイクル

（ゼリー）
(缶詰）
（佃煮）
（魚練物）
（......）  
 
 

（大葉）
（つまもの）
（キャベツ）
（うずら／卵）
（乳製品）

（麹）
（低温加工）

食品関連 農業関連共　通

製品・品種・技術別

検討している事業イメージからの分類

※関連農協＝JA豊橋及びその他地元JA、豊橋温室園芸農協、豊橋養鶉農協、など。　　　（　）内は主要キーワード。
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　食農連携に自ら関与し動かしていく中では、農業と食品産業それぞれの特徴や課題、必要とする技
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　そのような「あぁ困った、わからない」という時に、そして「これがわかればもう一歩踏み出せる！」という
時に力を発揮するのが、豊橋地域の食農連携の蓄積と関連主体の層の厚さである。そこで、この豊橋地
域の強みを積極的に活用するために、困った時あるいは次の一歩のためにコンタクトをしたり、あるいは
その活動から学びたいといった対象となる組織や企業を例として一覧する（表９－１～表９－３）。

　この一覧においては、これらの組織や企業を、「検討している事業イメージ」と「特に困っている点／検
討したい点」とのパターン別に図８のように分類し、できるだけ的を絞った検討を進められるように配慮
している。

　但し、ここに示す組織･企業名は参考情報として使われるべきものである。すなわち、豊橋地域において
活動する組織・企業のなかでも、表５に記載した既に食農連携に何らかの関わりを持ってきているものを
対象としており、全国はもとより地元でも活躍する主体は他に多く存在する。また、あくまでも「コンタクトや
検討してみる価値あり」との想定に基づく参考としての一覧であり、実際にコンタクトに対応可能性や有
用な検討結果が得られるかどうか、についての保証はしていない。具体的案件については、以下の表９－
１～表９－３や、前述した表５、さらにはその他の公開情報も組み合わせたイメージづくりや、さらには食
農産業クラスター推進協議会（事務局：㈱サイエンス・クリエイト／Tel:0532-44-1111）への問い合わせ
も積極的に活用して進めたい。 

「困ったとき／次の一歩のための パターン別コンタクト先一覧」の分類イメージ図８

パターン別コンタクト先　＜事業プロセスから見た分類＞表９－１

清田産業 （原材料提供と製品開発支援）
ゼロワン （店舗、飲食店）
トーアス （缶詰､飲料の提案OEM）

イチビキ （大豆発酵･加工食品）
伊藤ハム （食肉加工、惣菜）
井村屋製菓ｼｰｽﾞﾆﾝｸﾞ （調味料）
カネセイ食品 （惣菜、鶉卵）
喜久水酒造、関谷醸造 （酒類）
國松本店 （浜納豆）
コーミ （調味食品）
光陽 （ゼリー食品）
さくらFOODS （餃子）
サンショク （惣菜）
神藤製麺 （麵）
杉本屋製菓 （ゼリー食品）
永井海苔 （海苔）
中央製乳 （乳製品）
寺部食品 （豆腐）
天狗缶詰 （缶詰）
東海漬物  （漬物）
藤吉郎 （弁当）
富貴堂、丸八製菓 （和菓子）
平松食品 （佃煮）
本郷商店 （香料､菓子材料）
ヤマサちくわ （水産練り製品）
壷屋弁当部 （弁当）
香月堂 （洋菓子）
東豊製菓 （スナック菓子）
 カゴメ （ケチャップ、調味料）

小倉屋 （包装）
北海屋 （健康食品）
ヤマサン （大豆関連商品）
和広産業 （肉類卸）

原鉄 （食品残渣処理）

豊橋技科大 （技術）
愛知大 （社会人文）
豊橋創造大 （起業）
青じそ加工研究会 （連携）
穂の国ブランド研究会 （地域）

井村屋製菓シーズニング （粉末化）
三共食品 （乾燥加工）
T.M.L.とよはし （ソフトスチームペースト）
やまと興業 （微細粉末化）

渥美フーズ （食品スーパー）
サンヨネ （食品スーパー）
シバタ （スーパー）
ヤマナカ （総合小売）
ニューライフフジ （スーパー）
イオン、サティ、
マイカル、ユニー （大規模小売）
豊橋トーエー  （食品卸）
杉八 （酒類卸）
ふる里 （地元産物販売）
ジョイフル  （ファミレス）
甲羅  （外食チェーン）
物語ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ （外食チェーン）
大むらや （和食外食中食）
ボンファン （仏料理）
大三ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ （包装）
ベルグリーンワイズ  （包装）

都デザイン （地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進）
豊橋合同印刷 （印刷、メディア化）

環境テクシス、濱田製作所、ハマネツ、
豊橋一栄産業、ヤマキ、
山本エコロジーサービス、
成和環境、トーヨーメタル （リサイクル）

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾌｰﾄﾞﾃｯｸ （異物検知）

経済連営農支援ｾﾝﾀｰ
県農業総合試験場
関連農協※
品種毎の専作農家
トヨハシ種苗 （育苗）
フジヤマ （農地）
ベルディ （培養苗）
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県農業総合試験場
関連農協※
アグリクリエイティブ (資材）
イシグロ農材 （農薬､資材・設備）
エスアイ精工 （機器）
大岩  （温室用歯車）
川合肥料 （肥料）
日本オペレータ （温室）
大栄 （鶉の育成/
 卵加工の機器）
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東洋ライト （栽培用光源）
トヨハシ種苗 （種苗､資材）
豊橋飼料 （飼料）
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安田商店 （肥料）
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企画・開発
生産
品質管理
販売
広報

環境・リサイクル

（ゼリー）
(缶詰）
（佃煮）
（魚練物）
（......）  
 
 

（大葉）
（つまもの）
（キャベツ）
（うずら／卵）
（乳製品）

（麹）
（低温加工）

食品関連 農業関連共　通

製品・品種・技術別

検討している事業イメージからの分類

※関連農協＝JA豊橋及びその他地元JA、豊橋温室園芸農協、豊橋養鶉農協、など。　　　（　）内は主要キーワード。
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Ⅴ～ パターン別のコンタクト先 ～

パターン別のコンタクト先　＜経営活動からみた分類＞表９－2

パターン別のコンタクト先　＜製品・品種・技術から見た分類＞表９－3

地元商工会議所
ビーブレーン（経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ）

食農産業クラスター推進協議会
サイエンス・クリエイト        

豊橋信用金庫、蒲郡信用金庫
国民生活金融公庫（豊橋）
東海産業技術財団 （研究助成）
東海夢ファンド（資金投資）
小畑公認会計士事務所 （事業財務）
関係省庁
（経済産業省、農林水産省、等）

豊橋技術科学大学 （研究開発）
名古屋文理大短大部 （栄養評価）
豊橋調理製菓専門学校 （調理）
豊橋ｷｬﾝﾊﾟｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ               
      （技科大からの技術移転）

関連農協※

関連農協※

経済連営農支援ｾﾝﾀｰ               
            （検査・分析・実験）

協同組合ティーエーエス
                  （外国人研修生）
㈱安田商店         （農業人材）

食品関連 共　通 農業関連

財務・資金

技　術

経営全般

人　材

経
営
活
動

＜うずら／卵＞
豊橋養鶉農協
エキスパートジャパン
（うずら生卵､燻製卵､雛､種卵）
カネセイ食品　（うずら卵加工）
天狗缶詰　　　（うずら卵缶詰）

<缶詰＞
天狗缶詰、トーアス（飲料）

<麹＞
ビオック

<ゼリー＞
光陽、杉本屋製菓

<佃煮＞
平松食品

<乳製品＞
豊橋酪農協同組合
中央製乳

<調味料＞
三共食品　（エキス）
井村屋製菓ｼｰｽﾞﾆﾝｸﾞ （粉末）
コーミ　　（ソース､たれ）
イチビキ　（醤油､味噌）
カゴメ　　（ケチャップ他）

<低温加工＞
T.M.L.とよはし

<大葉＞
豊橋温室園芸組合
井川農園
榊原農園

<つまもの＞
豊橋温室園芸組合

<キャベツ＞
JA豊橋及びその他地元JA

共　通 農業関連

製品・品種
・技術別

　今、豊橋地域の食農連携促進、そしてそれを基盤
とした農業者や企業の体力増強と地域の活性化に求
められているのは、関係するものそれぞれが有している
様々な活動の経験を、技術を、ノウハウを、そして思
いを、できる限り理解し合い、そして組み合わせて動
かしていく力です。そのためにも、まずは地域や活動や
そこでのプレイヤーを知ることが重要であり、だからこ
そ、このハンドブックが作成されています。

　食農連携をしたからといってすぐに売れる商品がで
きるわけでもなく、一気に農作物の需要が拡大するわ
けもないのは、誰もがわかっています。しかし、農業
側にとっては今までとは異なる市場を追求する方向性
として、そして食品産業にとっては新たな素材を見出す
方向性として見ただけでも、食農連携は将来の大きな
新しい可能性を内包しているのです。そして、新しい可
能性の追求に必要なのは、「まずは一歩！」と動いて
みようとする思いです。

 

　このハンドブックが、その一歩に向けた思いを支援
するものになることを期待します。

　このハンドブックを活用した次の一歩に向けた相談
は、食農産業クラスター推進協議会（事務局：
㈱サイエンス・クリエイト／ Tel:0532-44-1111）まで

ま と め  

 その一歩から始まる食農連携
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パターン別のコンタクト先　＜経営活動からみた分類＞表９－2

パターン別のコンタクト先　＜製品・品種・技術から見た分類＞表９－3
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東海産業技術財団 （研究助成）
東海夢ファンド（資金投資）
小畑公認会計士事務所 （事業財務）
関係省庁
（経済産業省、農林水産省、等）

豊橋技術科学大学 （研究開発）
名古屋文理大短大部 （栄養評価）
豊橋調理製菓専門学校 （調理）
豊橋ｷｬﾝﾊﾟｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ               
      （技科大からの技術移転）

関連農協※

関連農協※

経済連営農支援ｾﾝﾀｰ               
            （検査・分析・実験）

協同組合ティーエーエス
                  （外国人研修生）
㈱安田商店         （農業人材）

食品関連 共　通 農業関連

財務・資金

技　術

経営全般

人　材

経
営
活
動

＜うずら／卵＞
豊橋養鶉農協
エキスパートジャパン
（うずら生卵､燻製卵､雛､種卵）
カネセイ食品　（うずら卵加工）
天狗缶詰　　　（うずら卵缶詰）

<缶詰＞
天狗缶詰、トーアス（飲料）

<麹＞
ビオック

<ゼリー＞
光陽、杉本屋製菓

<佃煮＞
平松食品

<乳製品＞
豊橋酪農協同組合
中央製乳

<調味料＞
三共食品　（エキス）
井村屋製菓ｼｰｽﾞﾆﾝｸﾞ （粉末）
コーミ　　（ソース､たれ）
イチビキ　（醤油､味噌）
カゴメ　　（ケチャップ他）

<低温加工＞
T.M.L.とよはし

<大葉＞
豊橋温室園芸組合
井川農園
榊原農園

<つまもの＞
豊橋温室園芸組合

<キャベツ＞
JA豊橋及びその他地元JA

共　通 農業関連

製品・品種
・技術別

　今、豊橋地域の食農連携促進、そしてそれを基盤
とした農業者や企業の体力増強と地域の活性化に求
められているのは、関係するものそれぞれが有している
様々な活動の経験を、技術を、ノウハウを、そして思
いを、できる限り理解し合い、そして組み合わせて動
かしていく力です。そのためにも、まずは地域や活動や
そこでのプレイヤーを知ることが重要であり、だからこ
そ、このハンドブックが作成されています。

　食農連携をしたからといってすぐに売れる商品がで
きるわけでもなく、一気に農作物の需要が拡大するわ
けもないのは、誰もがわかっています。しかし、農業
側にとっては今までとは異なる市場を追求する方向性
として、そして食品産業にとっては新たな素材を見出す
方向性として見ただけでも、食農連携は将来の大きな
新しい可能性を内包しているのです。そして、新しい可
能性の追求に必要なのは、「まずは一歩！」と動いて
みようとする思いです。

 

　このハンドブックが、その一歩に向けた思いを支援
するものになることを期待します。

　このハンドブックを活用した次の一歩に向けた相談
は、食農産業クラスター推進協議会（事務局：
㈱サイエンス・クリエイト／ Tel:0532-44-1111）まで

ま と め  

 その一歩から始まる食農連携
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農林水産省補助事業
平成21年度 食農連携促進技術対策事業

平成22年3月平成22年3月

社団法人　食品需給研究センター
豊橋食農連携推進戦略構想書策定ワーキング
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豊橋市産業部農政課 主査

株式会社サイエンス・クリエイト 代表取締役専務

（食農産業クラスター推進協議会 事務局長）

食農産業クラスター推進協議会 クラスター・マネージャー
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社団法人食品需給研究センター 客員研究員

（有限会社ビズテック 代表取締役社長）
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実施主体 : 社団法人 食品需給研究センター 
〒114-0024 東京都北区西ヶ原 1-26-3 TEL (03) 5567-1991 FAX (03) 5567-1960　

事業実施担当 : 藤科 智海・松崎 朋子、豊橋地域担当：佐藤 知惠
豊橋食農連携推進戦略構想書策定ワーキング統括担当者
株式会社 サイエンス・クリエイト 代表取締役専務 中野 和久　

平成 21年度 食農連携促進技術対策事業
豊橋地域の食農を知り活用するための

ハンドブック ̃商品開発・技術開発戦略 ̃( 豊橋地域編 )

本書は広く、地域の食料産業に関わるみなさまにご利用いただくことを目的としてい
ることから、転載、複写・複製、電 子媒体等への転用については、下記に記しました実
施主体へのご連絡を頂き、利活用の方法等を明示された後にご利用いただけます。
なお、技術開発・商品開発等のご相談については、本書に記された研究機関や支援機
関宛てに直接ご連絡ください。

（以上、氏名五十音順）

平成 21 年度 食農連携促進技術対策事業
豊橋地域の食農を知り活用するためのハンドブック「商品開発・技術開発戦略」( 豊橋地域編 )
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用の方法等を明示された後にご利用いただけます。
　なお、技術開発・商品開発等のご相談については、本書に記された研究機関や支援機関宛てに直接ご
連絡ください。
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